

























































⑸　Christian Kersting, Die Rechtsfolge vorvertraglicher Informationspflichtverletzungen 









































































































⑹　本判決では，" der verbliebenen Vertrauensschaden "，"der Restvertrauensschaden"，





































































































































































⒁　最近のものとして，Rösler, Grundfälle zur Störung der Geschäftsgrundlage, JuS 
２００５, １２０, １２３ff.; Waas, Der Kalkulationsirrtum zwischen Anfechtung und unzuläs-
siger Rechtsausübung - BGHZ１３９,１７７,JuS２００１,１４,１７ff.. 統一的に述べたもの

























⒃　Emmerich, Das Recht der Leistungsstörungen, ６. Aufl. (２００５), § ８ Rdn. ７ff. (S. 
１３8ff.)[Emmerich, ⑴とする ]; ders., in: MünchKomm. BGB, ５. Aufl. (２００６), § ３１１ 
Rn. ２６７ff. [Emmerich, ⑵とする ]; Heinrichs, Palandt BGB, ６５. Aufl. (２００６), § ３１１ 
Rn. ５９.
⒄　Stadler, in:Jauernig BGB, １５. Aufl., (２０１４), Rn ５４.
⒅　Grüneberg,a.a.O.,(Fn. ４), § ３１１ Rn. ５７.

























⒇　Johann Kindl, in:Erman BGB, １２.Aufl., (２００8), § ３１１, Rn.４３
　ドイツ民法２４２条（信義誠実に適った給付）債務者は，取引の慣習を顧慮し
信義誠実に適うように，給付を行う義務を負う。























　情報提供義務の有無に関して，Emmerich, ⑴ , a.a.O.,(Fn.１６), § ７ Rdn. ８ff. (S. 
8６ff.); ders., ⑵ , a.a.O., (Fn.１６), § ３１１ Rdn. １０１ff. 参照。
　本稿Ⅲ２（Ｃ）参照。
　BGHZ １１４, 8７,９４= NJW １９９１, １8１９; BGHZ １４２, ５１, ６２= NJW １９９９, ３３３５; BGH, 
NVwZ ２００１, １１６ = ZfIR ２００１, ２8６ [２88]; Senat, NJW ２００１, ２8７５, ２8７６.



















　Kindl, in:Erman BGB, １１. Aufl., § ３１１ Rn. ４３; Emmerich, in: MünchKomm, ４ . 
Aufl., § ３１１ Rn. ２４２f.; Heinrichs, in: Palandt BGB, ６５. Aufl., § ３１１ Rn. ５９.
　Stoll, JZ １９９９, ９５; Anm. zu BGH, NJW １９９8, ２９００ = JZ １９９９, ９３; ders., in: Fest-
schr. f. Riesenfeld, １９8３, S. ２７５ [２8４f.].
　誤解を招く表現ではあるが，同様のことに関して，BGH, NJW １９９8, ２９００.
　BGHZ ６９, ５３ [５8] = NJW １９７７, ２１２１; BGH, NJW １９９９, ２０３２ [２０３４]; NJW ２００１, 
２8７５ [２8７６].
　BGHZ １１４, 8７ [９４] = NJW １９９１, １8１９; NJW ２００１, ２8７５ [２8７６].
　BGHZ ６９, ５３ [５8] = NJW １９７７, ２１２１; BGHZ １１４, 8７ [９４] = NJW １９９１, １8１９; 
NJW-RR １９９６, ６９０; NJW ２００１, ２8７５ [２8７６]; a.M. Krebs, in: AnwKomm-BGB, § ３１１ 
Rn. 8２f.; Lorenz, NJW １９９９, １００１.

























　Löwisch, a.a.O.,(Fn.１９), § ３１１ Rdn. １６３.
　Stadler, a.a.O.,(Fn.１７), Rn ５４.
　Kindl, a.a.O.,(Fn.２０), § ３１１, Rn.４３.
　Kindl, a.a.O.,(Fn.２０), § ３１１, Rn.４３.
　Emmerich,⑶ , a.a.O.,(Fn.２２),S.１０２３.


















































　Thomas M. J. Möllers/ Tilman Weichert, Anm. zu BGH１９.０５.２００６, LMK ２００６, 
１8９３４６.
　BGHZ １０8, ２００,２０７f.= NJW １９8９, ３０９５; NJW １９９8, ２９００, ２９０１; RGZ ９７, ３３６, 
３３９; RGZ １５９, ３３, ５７; Emmerich, in: MünchKomm,４. Aufl., § ３１１ Rn. ２４０; Heinrichs, 
in: Palandt BGB, ６５. Aufl., § ３１１ Rn ５8.
　BGH, NJW １９９8, ２９００, ２９０１.


























　Stadler, a.a.O.,(Fn.１７), Rn ５４.



























　Kindl, a.a.O., (Fn.２０), § ３１１, Rn.４３.
　Emmerich, (２), a.a.O.,(Fn.１６), § ３１１ Rn. ２１０.






















































　Möllers/ Weichert, a.a.O., (Fn.４１).; Gsell, EWiR ２００１, 8０３ f.
法政論叢――第60・61合併号（201４）
216
契約締結の際に情報提供義務違反があった場合に，ドイツと同様に残留
信頼損害の賠償が認められるわけではない。しかしながら，日本法にお
いても，本判決で述べられた残留信頼損害としての高値取得損害を認め
る余地はある。そのため，残留信頼損害の内容を具体化は，日本法に
おける議論への参考になろう。連邦通常裁判所２０１０年６月１１日判決
WuM２０１０,５２４は，残留信頼損害としての高値取得損害の具体例を明
示した。譲渡契約の相手方が，住居の交換は現実化されえないことにつ
いて情報提供されなかった場合，当該相手方は，彼が住居を他の方法で
賃借するために調達しなければならない金額の返還を請求できるとした。
そして，これは，他の条件での契約の成立を前提とした契約適合ではな
いとして，本判決を引用する。原告の居住権を排除した契約の成立を求
めるのであれば契約適合となるが，そうではないからである。原告が求
めているのは，残留信頼損害の賠償であるので，真の状態を知った場合
には低い価格で契約を締結したことに成功したように，被害者は扱われ，
その際の損害は，被害者が，購入した目的物を高すぎる金額で取得した
分であるとした。これは，契約適合ではなく信頼利益の賠償なので，相
手方もその条件での契約に合意したことを証明する必要はないとした。
本事案では，被告が別の住居を賃貸した際に支出する金額か，ペンショ
ンの他の部屋に居住してその部屋を貸し出せないために失った利益とな
るとした。具体的な金額について差戻しをした。
　「高値取得損害」の日本法への取り入れの可否に関して，拙稿「情報提供義
務による契約当事者の信頼の保護―損害としての「高値取得」－」現代消費者
法２３号６７頁参照。
　概要は次の通りである。原告が，自分の息子である被告に，土地とペンショ
ンを譲渡した。その際に，被告は一階へ引越し，原告には，今まで被告が住ん
でいた地階の居住権と利用権が与えられるとした。契約締結前に一階は既に原
告の孫（被告の息子）に期間の定めなく賃貸されていたのだが，原告は被告に
このことを知らせていなかった。原告が地階の居住権と利用権を主張したのに
対し，被告は契約締結上の過失責任の基づく損害賠償を請求した。
